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証券コード　3264
2019年12月10日

株 主 各 位
東京都渋谷区神宮前三丁目１番30号
株 式 会 社 ア ス コ ッ ト
代表取締役社長 濱 﨑 　 拓 実

第21期定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第21期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年12月25日（水曜日）
午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１. 日 時 2019年12月26日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時半）
２. 場 所 東京都港区北青山二丁目８番44号

「ＴＥＰＩＡ４階　ＴＥＰＩＡホール」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３. 目的事項
報告事項 １．第21期（2018年10月１日から2019年９月30日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第21期（2018年10月１日から2019年９月30日まで）
計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 取締役６名選任の件
第２号議案 監査役４名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生じた場合にはインターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

本招集ご通知に添付すべき書類のうち、「連結注記表」及び「個別注記表」に
つきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりま
せん。

また、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告をそれぞれ作成するに
際して監査した連結計算書類及び計算書類には、本招集ご通知の提供書面記載の
もののほか、「連結注記表」及び「個別注記表」も含まれております。

当社ウェブサイト　https://www.ascotcorp.co.jp/
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（提供書面）

事　　業　　報　　告
（自　2018年10月１日　至　2019年９月30日）

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に
個人消費が底堅く推移するなど緩やかな回復基調が続いております。一方、
米中貿易摩擦の深刻化や中国経済の鈍化、英国のＥＵ離脱問題をはじめと
した地政学的リスクの高まり等、企業を取り巻く環境は不透明な状況が続
いております。
　当社グループが属する不動産業界におきましては、地価の上昇傾向を背
景に、開発用地取得の競争激化や人件費の高騰による建築費用の高止まり
は依然続いているものの、金融緩和政策による低金利を下支えとした国内
投資意欲は継続しており、事業環境は堅調な企業収益による底堅い需要が
続いております。
　このような事業環境のなか、当社グループは不動産開発事業において、
前期からの繰越物件である共同事業物件の一部を含む分譲マンション４物
件及び戸建て４戸、土地での売却を含む賃貸マンション21プロジェクト及
びオフィス事業１プロジェクトの売却を行い、不動産ソリューション事業
においては、バリューアップ物件11棟を売却するとともに、分譲開発用地
１プロジェクト、賃貸マンション・オフィス開発用地27プロジェクト、不
動産ソリューション事業４プロジェクトの取得を進めてまいりました。
　この結果、当社グループの当連結会計年度における経営成績は、売上高
21,020百万円（前連結会計年度比：10,568百万円増）、営業利益1,000百
万円（前連結会計年度比：325百万円増）、経常利益503百万円（前連結
会計年度比：46百万円減）、親会社株主に帰属する当期純利益389百万円
（前連結会計年度比：46百万円減）となりました。
　セグメントの経営成績の概要は、以下のとおりであります。なお、各セ
グメントの売上高の金額は、セグメント間の内部売上高を含めない数値を
記載しております。また、当連結会計年度より、経営管理区分の変更に伴
い「不動産ソリューション事業」に含めていた収益不動産開発事業を「そ
の他事業」に組み替えております。また、同様に、会計方針等についても
変更しております。詳細は、インターネット上の弊社ウェブサイト開示「第
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21期　法令及び定款に基づくインターネット開示事項　連結注記表　２.
会計方針の変更に関する注記」に記載のとおりであります。

（不動産開発事業）
当連結会計年度における売上高は11,108百万円（前連結会計年度比：

4,207百万円増）、営業利益は1,407百万円（前連結会計年度比：595百万
円増）となりました。

当社グループの不動産開発事業は、分譲マンション開発及び賃貸マンシ
ョン開発並びにオフィス開発に分かれており、その売上高及び営業利益は
次のとおりであります。

分譲マンション開発
当連結会計年度における売上高は1,691百万円（前連結会計年度比：219

百万円減）、営業損失は87百万円（前連結会計年度：営業利益125百万円）
となりました。
　前連結会計年度においては、ASCOTPARK１物件及び共同事業１物件
を売却いたしました。当連結会計年度においては繰越物件である共同事業
物件の一部を含む分譲マンション４物件及び戸建て４戸を売却いたしまし
た。

賃貸マンション開発
当連結会計年度における売上高は7,914百万円（前連結会計年度比：

2,923百万円増）、営業利益は1,315百万円（前連結会計年度比：628百万
円増）となりました。

前連結会計年度は12物件の売却をいたしました。当連結会計年度にお
いては、21物件を売却いたしております。なお、「FAREウエハラコマチ」、
「FAREウエハラノイエ」は2019年度グッドデザイン賞を受賞しました。
2018年度「FARE下北沢Ⅱ・Ⅲ」、2017年度「FARE代々木上原」、2016
年度「FARE祐天寺」に続き、FAREシリーズの賃貸マンションは４年連続
の受賞となりました。

オフィス開発
当連結会計年度における売上高は1,503百万円（前連結会計年度：売上

高なし）、営業利益は179百万円（前連結会計年度：営業損益なし）とな
りました。当連結会計年度において１物件の売却をいたしております。
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（不動産ソリューション事業）
当連結会計年度における売上高は9,826百万円（前連結会計年度比：

6,363百万円増）、営業利益は72百万円（前連結会計年度比：357百万円
減）となりました。当社グループの不動産ソリューション事業は、バリュ
ーアップ事業並びに不動産コンサルティング、不動産仲介等に分かれてお
り、その売上高及び営業損益は次のとおりであります。

バリューアップ
当連結会計年度における売上高は9,274百万円（前連結会計年度比：

6,040百万円増）、営業利益は48百万円（前連結会計年度比：営業利益
346百万円減）となりました。
　前連結会計年度においては、３物件を売却いたしました。当連結会計年
度においては11物件の売却をいたしております。

不動産コンサルティング、不動産仲介、その他
当連結会計年度における売上高は551百万円（前連結会計年度比：322

百万円増）、営業利益は24百万円（前連結会計年度比：10百万円減）と
なりました。

主に不動産ソリューション事業におけるバリューアップ以外の事業を
集約しております。

（その他事業）
当連結会計年度における売上高は84百万円（前連結会計年度比：2百万

円減）、営業損失は5百万円（前連結会計年度：営業損失49百万円）とな
りました。

事 業 区 分 売 上 高 構 成 比
不 動 産 開 発 事 業 11,108百万円 52.9％
不動産ソリューション事業 9,826百万円 46.7％
そ の 他 事 業 84百万円 0.4％

（注）売上高の金額は、セグメント間の内部売上高を含めない数値を記載しております。

②　設備投資の状況
　該当事項はありません。

③　資金調達の状況
　当社グループでは、当連結会計年度におきまして、不動産開発及びバリ
ューアップ物件の取得資金として、金融機関等より借入金として11,016百
万円の調達を実施いたしました。
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⑵　財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 18 期
(2016年９月期)

第 19 期
(2017年９月期)

第 20 期
(2018年９月期)

第 21 期
(当連結会計年度)
(2019年９月期)

売 上 高 (百万円) 5,862 7,520 10,452 21,020
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (百万円) 323 342 436 389

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 13.66 8.78 7.40 6.61

総 資 産 (百万円) 5,283 16,654 27,918 27,879

純 資 産 (百万円) 1,432 10,793 11,229 11,619

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 60.57 182.67 190.07 196.67
（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。
　　　２．控除対象外消費税等の会計処理については、発生した連結会計年度の費用に計上して

おりましたが、当連結会計年度より、当該費用を物件売却時まで繰り延べる方法に変
更したため、第18期、第19期、第20期についても当該会計方針の変更を反映した遡
及修正後の数値を記載しております。

　　　３．当連結会計年度より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。
なお、比較を容易にするため、第18期、第19期、第20期につきましても百万円単位
で表示しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 18 期
(2016年９月期)

第 19 期
(2017年９月期)

第 20 期
(2018年９月期)

第 21 期
(当事業年度)
(2019年９月期)

売 上 高 (百万円) 5,860 7,484 10,430 19,298

当 期 純 利 益 (百万円) 318 339 449 373

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 13.46 8.70 7.63 6.34

総 資 産 (百万円) 5,287 16,622 27,861 26,295

純 資 産 (百万円) 1,421 10,779 11,229 11,602

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 60.10 182.42 190.05 196.39
（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。
　　　２．控除対象外消費税等の会計処理については、発生した事業年度の費用に計上しており

ましたが、当事業年度より、当該費用を物件売却時まで繰り延べる方法に変更したた
め、第18期、第19期、第20期についても当該会計方針の変更を反映した遡及修正後
の数値を記載しております。

　　　３．当事業年度より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、
比較を容易にするため、第18期、第19期、第20期につきましても百万円単位で表示
しております。
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　当社の主要株主であり筆頭株主である森燁有限公司（SUN YE 
COMPANY LIMITED）は、2019年９月30日現在、当社株式に係る議決
権割合59.87％を有しております。森燁有限公司はその発行済株式の全部
を力創國際有限公司が所有し、力創國際有限公司はその発行済株式の全部
を中国平安保険海外（控股）有限公司が所有し、中国平安保険海外（控股）
有限公司はその発行済株式の全部を中国平安保険（集団）股份有限公司が
所有しております。（以下、中国平安保険（集団）股份有限公司及びその
子会社を総称して「中国平安グループ」という。）そのため、力創國際有
限公司、中国平安保険海外（控股）有限公司及び中国平安保険（集団）股
份有限公司も、森燁有限公司を通じて当社普通株式を間接的に保有するこ
ととなり、当社の親会社に該当することとなります。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

㈱アスコット・アセット・コンサ
ルティング 13百万円 100.0％ 不動産ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業

㈱シフトライフ 10百万円 100.0％ 不 動 産 開 発 事 業
（注）１.　当社の連結子会社は上記２社であります。
　　　２.　当社は、2018年10月31日に㈱シフトライフの発行済株式の全部を取得し、連結子会

社としております。

⑷　対処すべき課題
当社グループは、財務基盤を強化するとともに、当社の強みである企画開

発力を活かすべく、既存事業の拡大をはじめ、自社開発物件や収益不動産の
多様化を図り、日本の不動産市場に存在する投資機会を取り込み、成長スピ
ードを上げ収益性を向上させることを、解決すべき必須の課題と考えており
ます。

事業別の対処すべき課題は、次のとおりであります。
①　不動産開発事業

建築費及び用地費等の原価の低減、企画力を活かした物件の開発などに
より、利益率の向上を図ってまいります。場所ごとに最高の空間を生み出
すための企画を極限まで追求することで、用地情報を有効に活かし、東京
23区を中心とした事業エリアでの開発物件の供給拡大を行うとともに、当
社ブランドを浸透させてまいります。

また、子会社を通じて、福岡をはじめとした九州地域での不動産開発事
業にも取り組んでまいります。

－ 6 －

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題



2019/11/27 13:01:25 / 19559321_株式会社アスコット_招集通知（Ｆ）

②　不動産ソリューション事業
他社との差別化を図れる企画開発力を活かし、バリューアップの対象物

件や手法の幅を広げ、中長期的に安定した不動産のポートフォリオを構築
してまいります。

③　その他事業
既存事業とシナジーのある事業の構築を進めてまいります。

当社グループは、以上のような経営方針の下、当社の発想力を発揮した事
業展開を推進することで、着実な企業価値の向上を実現してまいります。

⑸　主要な事業内容（2019年９月30日現在）
事 業 区 分 事 業 内 容

不 動 産 開 発 事 業

分譲マンション開発
「ASCOTPARK」シリーズを中心とした分譲マンションの
企画開発業務を行っております。また、福岡を中心とした分
譲マンション及び戸建て企画開発業務を行っております。
賃貸マンション開発
「FARE」、「OZIO」シリーズを中心とした賃貸マンショ
ンの企画開発業務等を行っております。
オフィス開発
「AUSPICE」シリーズを中心としたオフィスの企画開発業
務を行っております。

不動産ソリューション事業

バリューアップ
資産価値の低下した不動産や収益性の改善が可能な既存の
物件を取得し、効率的な改装・改修によってバリューアップ
する不動産再生業務を行っております。
不動産コンサルティング
不動産開発を行っている事業会社等から受託するプロジェ
クトマネジメント業務を行っております。
不動産仲介等
事業会社、一般顧客への不動産仲介業務等を行っておりま
す。

そ の 他 事 業
一般顧客等へ賃貸管理業務、保険代理業務等を行っておりま
す。また、長期保有目的の不動産において賃料収入を計上し
ております。

⑹　主要な事業所（2019年９月30日現在）
名 称 営 業 所 ・ 所 在 地

㈱ ア ス コ ッ ト （ 当 社 ） 本社：東京都渋谷区

㈱ ア ス コ ッ ト ・ ア セ ッ ト ・ コ ン サ ル テ ィ ン グ 本社：東京都渋谷区

㈱ シ フ ト ラ イ フ 本社：福岡県福岡市
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⑺　使用人の状況（2019年９月30日現在）
①　企業集団の使用人の状況
事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

不 動 産 開 発 事 業 42名 －

不動産ソリューション事業 10名 －

そ の 他 事 業 ７名 －

全 社 （ 共 通 ） ７名 －

合 計 66名 18名増

（注）１．使用人数は就業人員数であり、パート及び派遣社員は含んでおりません。
２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できない経

営管理部門に所属しているものであります。
３．当連結会計年度より、新しい経営管理区分に変更したため、セグメント別の前連結会

計年度末比増減は記載しておりません。
４．前連結会計年度に比べ使用人数が18名増加しております。主な理由は、株式会社シフ

トライフの子会社化に伴う増加及び、業容の拡大に伴い期中採用が増加したことによ
るものであります。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

46名 ４名増 40.4歳 3.6年

（注）使用人数は就業人員数であり、パート及び派遣社員は含んでおりません。

⑻　主要な借入先の状況（2019年９月30日現在）
借 入 先 借 入 額

㈱ 三 井 住 友 銀 行 2,765百万円

㈱ き ら ぼ し 銀 行 1,455百万円

東 京 シ テ ィ 信 用 金 庫 1,446百万円

㈱ 関 西 み ら い 銀 行 1,182百万円

㈱ 東 日 本 銀 行 1,146百万円

㈱ 東 京 ス タ ー 銀 行 883百万円

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 8 －
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（2019年９月30日現在）

①　発行可能株式総数　　94,000,000株
　　②　発行済株式の総数　　58,948,922株

③　株主数　　　　　　　　　5,497名
④　大株主（上位10位）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

S U N  Y E  C O M P A N Y
L I M I T E D 35,294,118株 59.87%

平安ジャパン・インベストメント１号
投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 7,634,500株 12.95%

㈱ S B I 証 券 565,817株 0.96%

楽 天 証 券 ㈱ 526,400株 0.89%

澤 田 ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱ 500,000株 0.85%

マ ネ ッ ク ス 証 券 ㈱ 373,500株 0.63%

松 井 証 券 ㈱ 343,000株 0.58%

㈱ 広 美 304,500株 0.52%

小 林 祐 治 254,600株 0.43%

中 務 稔 也 210,000株 0.36%

（注）自己株式は所有しておりません。

－ 9 －

株式の状況
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⑵　新株予約権等の状況
①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（2019年９月30日現在）
第６回新株予約権

発 行 決 議 日 2017年４月19日

新 株 予 約 権 の 数 6,485,400個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式　　　　 6,485,400株
(新株予約権１個につき １株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 本新株予約権１個当たり3.96 円

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
255円

(１株当たり　255円)
権 利 行 使 期 間 2021年 1 月 1 日から

2023年12月31日まで
行 使 の 条 件 （注）

役
員
の
保
有
状
況

取 締 役
(社外取締役を除く)

新株予約権の数： 1,184,300個
目的となる株式数： 1,184,300株
保有者数： ３人

社 外 取 締 役
新株予約権の数： 3,265,100個
目的となる株式数： 3,265,100株
保有者数： １人

監 査 役 －

（注）権利行使の条件は次のとおりであります。
１．新株予約権者は、2020 年９月期、及び2021 年９月期の各事業年度にかかる当社が提

出した有価証券報告書に記載される監査済みの当社連結損益計算書において、当社が
事業計画に掲げる業績目標に準じて設定された連結営業利益の累計額が、次の各号に
掲げる条件を満している場合に、割当てを受けた本新株予約権のうち当該各号に掲げ
る割合を限度として本新株予約権を行使することができる。この場合において、かか
る割合に基づき算出される行使可能な本新株予約権の個数につき１個未満の端数が生
ずる場合には、かかる端数を切り捨てた個数の本新株予約権についてのみ行使するこ
とができるものとする。また、国際財務報告基準の適用等により参照すべき連結営業
利益の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定め
るものとする。
a) 2020 年９月期または2021 年９月期の連結営業利益が20 億円以上の場合行使可

能割合：90％
b) 2020 年９月期または2021 年９月期の連結営業利益が30 億円以上の場合行使可

能割合：100％
２．新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会社（財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則において規定される関係会社をい
う。）の取締役、監査役または使用人であることを要する。ただし、任期満了による
退任及び定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。

３．新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
４．本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数

を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
５．各本新株予約権の１個未満の行使を行うことはできない。

－ 10 －

新株予約権等の状況
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②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約
権の状況
該当事項はありません。

③　その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。

⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2019年９月30日現在）

会社における
地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役
社 長 濱 﨑 拓 実 ㈱アスコット・アセット・コンサルティング 取締役

㈱シフトライフ　取締役

取 締 役 豊　泉　謙太郎
経営管理部長
㈱アスコット・アセット・コンサルティング 取締役
㈱シフトライフ　取締役

取 締 役 中 林 　 毅 平安ジャパン・インベストメント㈱ 代表取締役
㈱アスコット・アセット・コンサルティング 取締役

取 締 役 羅 　 怡 文 ラオックス㈱ 代表取締役

取 締 役 田 村 達 裕 平安ジャパン・インベストメント㈱

取 締 役 井　上　裕之進 平安ジャパン・インベストメント㈱

常 勤 監 査 役 有 馬 正 樹 ㈱アスコット・アセット・コンサルティング 監査役

監 査 役 吉 田 修 平
弁護士
ビジネス会計人クラブ㈱ 監査役
㈱エム・エイチ・グループ 社外監査役
野村不動産マスターファンド投資法人 執行役員

監 査 役 奥 村 　 滋
㈱サンプラザ 代表取締役
アール・エス・アセットマネジメント㈱ 社外監査役
㈱ジーエスピー 社外監査役
㈱インフォバーングループ本社 社外監査役

（注）１．取締役羅怡文氏は、社外取締役であります。
２．常勤監査役有馬正樹氏、監査役吉田修平氏及び奥村滋氏は、社外監査役であります。
３．当社は、羅怡文氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。

②　責任限定契約の内容の概要
当社は、非業務執行取締役及び監査役との間で、会社法第427条第１

項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約
を締結しており、金１百万円又は法令が規定する額のいずれか高い額を
損害賠償責任の限度額としております。

③　事業年度中に退任した取締役
該当事項はありません。

－ 11 －
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④　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

６名
(１名)

42百万円
(２百万円)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

３名
(３名)

10百万円
（10百万円)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

９名
(４名)

53百万円
（12百万円)

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、2007年12月25日開催の第９期定時株主総会において年額400

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、2001年９月17日開催の臨時株主総会において年額20百万円

以内と決議いただいております。

⑤　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

地 位 氏 名 兼 職 す る 法 人 等 兼 職 の 内 容
取締役 羅 　 怡 文 ラオックス㈱ 代表取締役
監査役 有 馬 正 樹 ㈱アスコット・アセット・コンサルティング 監査役

監査役 吉 田 修 平
ビジネス会計人クラブ㈱
㈱エム・エイチ・グループ
野村不動産マスターファンド投資法人

監査役
社外監査役
執行役員

監査役 奥 村 　 滋
㈱サンプラザ
アール・エス・アセットマネジメント㈱
㈱ジーエスピー
㈱インフォバーングループ本社

代表取締役
社外監査役
社外監査役
社外監査役

（注）１．㈱アスコット・アセット・コンサルティングは当社の子会社であります。
２．当社とラオックス㈱、ビジネス会計人クラブ㈱、㈱エム・エイチ・グループ、野村

不動産マスターファンド投資法人、㈱サンプラザ、アール・エス・アセットマネジ
メント㈱、㈱ジーエスピー、㈱インフォバーングループ本社との間に取引関係はあ
りません。

－ 12 －
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ロ．当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 羅 　 怡 文
当事業年度に開催された取締役会16回のうち14回出席いた
しました。企業経営者としての専門的見地から、取締役会に
おいて、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めの発言を行っております。

監査役 有 馬 正 樹

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回出席し、監
査役会16回のうち16回出席いたしました。豊富な経営経験
及び実務知識並びにこれらに基づく高い見識のもとに、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行
うとともに、内部統制システムの構築にあたり助言・提言を
行っております。また、監査役会において、当社の経理シス
テム及び内部監査について適宜、必要な発言を行っておりま
す。

監査役 吉 田 修 平

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回出席し、監
査役会16回のうち15回出席いたしました。弁護士としての
豊富な実務知識及びこれらに基づく高い見識のもとに、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提
言を行っております。また、監査役会において、適宜、必要
な発言を行っております。

監査役 奥 村 　 滋

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回出席し、監
査役会16回のうち15回出席いたしました。豊富な経営経験
及び税務会計の専門知識並びにこれらに基づく高い見識のも
とに、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の助言・提言を行っております。また、監査役会において、
適宜、必要な発言を行っております。

－ 13 －

会社役員の状況



2019/11/27 13:01:25 / 19559321_株式会社アスコット_招集通知（Ｆ）

⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　アスカ監査法人

②　報酬等の額
支 払 額

当 事 業 年 度 に 係 る 会 計 監 査 人 の 報 酬 等 の 額 18百万円

当 社 及 び 子 会 社 が 会 計 監 査 人 に 支 払 う べ き 金 銭
そ の 他 の 財 産 上 の 利 益 の 合 計 額 18百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

２．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」
を踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務の遂行状況及び報酬見積り
の算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検討をした結果、会計監査人の
報酬等の額につき、会社法第399条第１項の同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人
を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初
に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を
報告いたします。

また、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると
判断した場合は、監査役会の決議により、会計監査人の解任又は不再任に
関する議案を決定し、当社取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株
主総会に提出いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

⑥　会計監査人が現に受けている業務の停止の処分に係る事項
該当事項はありません。

－ 14 －
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⑸　業務の適正を確保するための体制及び運用状況
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容及び運用
状況の概要は以下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制及び運用状況
当社グループでは、取締役会において取締役会規程を制定し、この規程

に定める基準に従って会社の重要な業務執行を決定しております。各取締
役は、月１回の定時取締役会及び必要に応じて開催される臨時取締役会に
おいて業務執行状況を報告し、他の取締役の職務執行を相互に監視及び監
督しております。また、監査役は取締役会へ出席し、取締役に対する意見
聴取を通じて取締役の職務執行状況を監視及び監督しております。さらに
常勤監査役は、重要な会議へ出席し、適切な意見具申を行い、業務執行に
関する適法性並びに妥当性の監査を行っております。

なお、常勤監査役は、当事業年度に開催された定時及び臨時取締役会全
てに出席し、取締役の職務執行状況の監視及び監督を行い、適切な意見具
申のうえ、業務執行について適法性及び妥当性の監査を行いました。

この他、「コンプライアンス・プログラム」に従ったコンプライアンス
の推進、教育及び研修の実施を行っております。全ての役員及び従業員は、
企業行動規範の基本原則である「コンプライアンス・マニュアル」を通じ
てその精神を理解し、職務の執行を行うように努めております。内部監査
室は、これらの取組みに対し適正に職務執行されているか否かを監査し、
その監査結果を代表取締役社長に報告しております。監査を受けた部署は、
是正及び改善の必要があるときには速やかにその対策を講じております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制及び運用状況
当社グループでは、取締役の職務執行に係る情報は、「文書管理規程」

の定めに従い、管理対象文書とその保管部署、保存期間及び管理方法等を
明確にしたうえで保存及び管理をしております。取締役の職務の執行に係
る情報は適時閲覧可能な状態を維持しており、主管部署及び文書保管部署
は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について継続的な改善
活動を行っております。なお、内部監査室は、これらの取組みに対し適正
に職務執行されているか否かを監査し、その監査結果を代表取締役社長に
報告しております。監査を受けた部署は、是正及び改善の必要があるとき
には速やかにその対策を講じております。

取締役会議事録は、取締役会ごとに作成され、取締役会事務局により、
保存されております。

－ 15 －

業務の適正を確保するための体制及び運用状況
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③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制及び運用状況
当社グループでは、事業活動に伴う各種のリスクについて、それぞれの

主管部署がリスク管理に関する対応を定めているとともに、必要に応じて
専門性を有した会議体で審議しております。また、事業の重大な障害及び
瑕疵等の危機に対しては、しかるべき予防措置を取るとともに緊急時の対
策等を定め、危機発生時にはこれに基づき対応しております。当社グルー
プでは、リスク管理の全体最適を図るため、内部監査室においてグループ
全体のリスク統制及び内部統制を監査しております。内部監査室において
実施された内部監査の結果は、代表取締役社長に報告することとしており
ます。また、監査を受けた部署は、是正及び改善の必要があるときには速
やかにその対策を講じております。その他、当社グループにおける法令違
反、企業倫理に反する行為等の社内不正の未然防止並びに早期発見を的確
に行えるよう、内部監査室を窓口とし、従業員からの相談・情報等を受け
付け、必要に応じて案件の調査及び対応策を実施する「内部通報制度」を
採用し、リスク管理体制の一層の強化を図っております。

なお、各部署長が出席する会議体に取締役及び常勤監査役も出席し、事
業活動に伴い各種のリスクについて適宜審議し、事業の重大な障害及び瑕
疵等のない旨を確認いたしております。また、「内部通報制度」に基づく
従業員からの相談・情報等はございませんでした。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制及び
運用状況
当社グループでは、取締役の意思決定の機動性を高め、効率的な業務執

行を行い、その実効性を向上させるため、次の事項を定めております。
イ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役

会の運営に関する規程を定めるとともに、取締役会を原則として月１
回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催しております。

ロ．事業計画に基づき、予算期間における計数的目標を明示し、事業部門
の目標と責任を明確にするとともに、予算と実績の差異分析を通じて
業績目標の達成を図っております。

ハ．経営の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機能するよ
う、ＩＴシステムの主管部署をおいて整備及び運用を進め、全社レベ
ルでの最適化を図っております。

ニ．経営管理部は、事業活動の効率性及び有効性について監査を行ってお
ります。監査を受けた部署は、是正及び改善の必要があるときには速
やかにその対策を講じております。
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⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制及び運用状況
当社グループでは、コンプライアンスを確実に実践するための支援並び

に指導を目的として、「リスク管理規程」に基づき、代表取締役社長を委
員長とする「コンプライアンス委員会」を設置しております。また、顧問
弁護士及び分野別専門弁護士等の専門家と緊密に連携をとるとともに、そ
の実効性を高めるため、次の事項を定めております。
イ．行動規範、コンプライアンスガイドラインなどの整備に加え、研修シ

ステム等を活用したコンプライアンス教育を実施し、従業員の法令及
び企業倫理の遵守を徹底しております。

ロ．業務における適法・適正な手続及び手順を明示した社内規程類を整備
し運用しております。

⑥　会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確
保するための体制及び運用状況
当社では、グループ全体を対象とした法令遵守体制の構築とグループ会

社への適切な経営管理のため、グループ経営方針を定め、グループ各社の
計画立案から執行までを総括的に管理及び評価し、グループ全体のマネジ
メントサイクルを展開しております。具体的には、グループ各社のトップ
との意見交換会を定期的に開催するなど、緊密な情報連携を図るとともに、
子会社における重要事項については、当社へ報告することとしております。
また、グループ各社に対しては、業務の適正を確保するためコンプライア
ンス等に関する方針を提示し、当社に準ずる体制を整備しております。な
お、当社では、これらのグループ会社の適正な業務遂行を確認するため、
当社の取締役等をグループ各社の取締役、監査役に充てるとともに、適宜、
当社の内部監査室による監査を実施しております。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項及び運用状況
監査役による監査が実効的に行われることを確保するため、監査職務を

支援する人員を経営管理部から割り当てております。

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び運用状況
監査役を補助する使用人の人事に関する事項については、監査役との協

議により定めております。
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⑨　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への
報告に関する体制及び運用状況
当社グループ全体を対象にした法令遵守体制の構築及びグループ会社へ

の適切な経営管理のため、監査役の要請に応じて、取締役及び使用人は、
事業及び内部統制の状況等の報告を行い、内部監査室は内部監査の結果等
の報告をしております。また、取締役及び使用人は、重大な法令並びに定
款違反及び不正行為の事実、又は会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事
実を知り得たときは、速やかに監査役に報告することとしております。な
お、当社グループは、本項に従って報告をした者に対し、当該報告を理由
に不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を周知しております。

なお、取締役及び使用人について、上記の報告及び不利な取り扱いの発
生はございませんでした。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制及び
運用状況
重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるようにするため、

監査役は取締役会のほか、重要な会議に出席できることとしております。
また、監査役から要求のあった文書等は、随時提供する体制を整備してお
ります。なお、当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、
会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、速やかに当
該費用又は債務を処理することとしております。

なお、常勤監査役は取締役会のほか、重要な会議である戦略会議や営業
会議に出席しております。監査役から要求のあった文書等は、随時提供し
ており、その職務執行に伴い生ずる費用については、償還の処理が速やか
に行われております。

⑪　反社会的勢力排除に向けた体制及び運用状況
当社グループは、社会的責任及び企業防衛の観点から、社会の秩序や安

全に脅威を与える反社会的勢力及び団体については、取引を含め一切関係
を持たず、また、同勢力等からの不当な要求には断固として応じないこと
を徹底しております。

反社会的勢力による不当な要求に備えて、外部専門機関との連携体制の
強化を図り、指導及び助言を受け、新規取引を開始する際には、事前に反
社会的勢力に関する調査を実施しております。

⑫　財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制及び運用状況
当社は、金融商品取引法の定めに従い、健全な内部統制環境の保持に努

めております。また、有効かつ正当な評価ができるように内部統制システ
ムを構築し、適正な運用に努めることにより、財務報告の信頼性と適正性
を確保しております。
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⑹　会社の支配に関する基本方針
当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指

し、企業価値の極大化並びに株主共同の利益の増強に経営資源の集中を図る
べきと考えております。現時点では特別な買収防衛策は導入いたしておりま
せんが、今後も引き続き社会情勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行っ
てまいります。

⑺　剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主様に対する利益還元を経営の重要課題の一つと位置づけ、内

部留保とのバランスを図りながら安定的な配当を行うことを基本方針として
おります。利益配分につきましては、企業体質を強化し安定的な成長を可能
にする内部留保の充実を図りながら、業績や資金需要見通し等を総合的に勘
案し、利益配分を行う方針であります。

当社は、既存株主様をはじめとするステークホルダーの利益を高めるため、
将来収益の源泉を獲得していくことが最優先課題であると認識しております。
内部留保を厚くした財務基盤により、当社が果たすべき課題について確実に
実行していくことが重要であると判断した結果、通期では無配当とさせてい
ただきます。

－ 19 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年９月30日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
そ の 他
減 価 償 却 累 計 額
無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

繰 延 資 産
株 式 交 付 費
新 株 予 約 権 発 行 費

25,734
4,858

4
6,543

13,950
376
△0

2,122
1,605

288
1,334

94
△112

172
149
22

344
2

35
306
23
22
0

流 動 負 債 9,540

買 掛 金 888

短 期 借 入 金 601

1 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 7,609

未 払 法 人 税 等 93

賞 与 引 当 金 26

そ の 他 322

固 定 負 債 6,719

長 期 借 入 金 6,613

転 貸 損 失 引 当 金 5

退 職 給 付 に 係 る 負 債 3

そ の 他 98

負 債 合 計 16,260

純 資 産 の 部

株 主 資 本 11,593

資 本 金 5,367

資 本 剰 余 金 5,030

利 益 剰 余 金 1,195

新 株 予 約 権 25

純 資 産 合 計 11,619

資 産 合 計 27,879 負 債 純 資 産 合 計 27,879

－ 20 －
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連 結 損 益 計 算 書
（自　2018年10月１日　至　2019年９月30日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 21,020

売 上 原 価 18,161

売 上 総 利 益 2,858

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,857

営 業 利 益 1,000

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 1

違 約 金 収 入 13

保 険 金 収 入 3

そ の 他 11 29

営 業 外 費 用

支 払 利 息 313

支 払 手 数 料 154

株 式 交 付 費 償 却 39

そ の 他 20 526

経 常 利 益 503

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0

減 損 損 失 17 17

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 486

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 94

法 人 税 等 調 整 額 2 96

当 期 純 利 益 389

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 389

－ 21 －

連結損益計算書



2019/11/27 13:01:25 / 19559321_株式会社アスコット_招集通知（Ｆ）

連結株主資本等変動計算書

(自　2018年10月１日
至　2019年９月30日)

（単位：百万円）
株 主 資 本

新 株

予 約 権

純 資 産

合 計資 本 金
資 本

剰 余 金

利 益

剰 余 金

株 主 資 本

合 計

当期首残高 5,367 5,030 727 11,125 25 11,151

会計方針の変更による

累積的影響額
78 78 78

会計方針の変更を反映した

当期首残高
5,367 5,030 806 11,204 25 11,229

当期変動額

親会社株主に帰属する

当期純利益
389 389 389

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
－ －

当期変動額合計 － － 389 389 － 389

当期末残高 5,367 5,030 1,195 11,593 25 11,619

－ 22 －
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貸　借　対　照　表
（2019年９月30日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
前 渡 金
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工 具 器 具 備 品
土 地
減 価 償 却 累 計 額
無 形 固 定 資 産
商 標 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

繰 延 資 産
株 式 交 付 費
新 株 予 約 権 発 行 費

24,065
4,697

3
5,735

13,278
174
154
21

△0
2,206
1,583

288
58

1,319
△82

22
0

21
0

600
2

263
50

127
35

121
23
22
0

流 動 負 債 8,256
買 掛 金 876

短 期 借 入 金 311

1 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 6,709

未 払 金 48

未 払 費 用 5

未 払 法 人 税 等 86

預 り 金 8

前 受 収 益 77

賞 与 引 当 金 20

そ の 他 113

固 定 負 債 6,436

長 期 借 入 金 6,338

長 期 預 り 保 証 金 97

負 債 合 計 14,692

純 資 産 の 部

株 主 資 本 11,576
資 本 金 5,367

資 本 剰 余 金 5,029

　 資 本 準 備 金 5,029

利 益 剰 余 金 1,179

　 利 益 準 備 金 16

　 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,162

　 　 繰 越 利 益 剰 余 金 1,162

新 株 予 約 権 25

純 資 産 合 計 11,602

資 産 合 計 26,295 負 債 純 資 産 合 計 26,295

－ 23 －
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損　益　計　算　書
（自　2018年10月１日　至　2019年９月30日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 19,298

売 上 原 価 16,774

売 上 総 利 益 2,524

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,638

営 業 利 益 885

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 1

違 約 金 収 入 13

保 険 金 収 入 3

関 係 会 社 業 務 委 託 収 入 0

そ の 他 1 19

営 業 外 費 用

支 払 利 息 256

支 払 手 数 料 141

株 式 交 付 費 償 却 39

そ の 他 19 455

経 常 利 益 449

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0

減 損 損 失 17 17

税 引 前 当 期 純 利 益 431

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 78

法 人 税 等 調 整 額 △20 58

当 期 純 利 益 373

－ 24 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

（自　2018年10月１日
至　2019年９月30日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金
資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 5,367 5,029 5,029 16 710 727 11,124

会計方針の変更

による累積的影

響額

78 78 78

会計方針の変更を反

映した当期首残高
5,367 5,029 5,029 16 789 805 11,203

当期変動額

当期純利益 373 373 373

株主資本以外の項

目の当期変動額（純

額）

当期変動額合計 － － － － 373 373 373

当期末残高 5,367 5,029 5,029 16 1,162 1,179 11,576

新株予約権 純資産合計
当期首残高 25 11,150

会計方針の変更

による累積的影

響額

78

会計方針の変更を反

映した当期首残高 25 11,229

当期変動額

当期純利益 373

株主資本以外の項

目の当期変動額（純

額）

－ －

当期変動額合計 － 373

当期末残高 25 11,602

－ 25 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2019年11月19日
株式会社アスコット

取締役会　御中
アスカ監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 石 　 渡 　 裕 一 朗 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 今 　 井 　 修 　 二 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アスコットの2018年10月
１日から2019年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社アスコット及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 26 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2019年11月19日
株式会社アスコット

取締役会　御中
アスカ監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 石 　 渡 　 裕 一 朗 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 今 　 井 　 修 　 二 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アスコットの2018
年10月１日から2019年９月30日までの第21期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行
った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 27 －

会計監査報告
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

当監査役会は、2018年10月１日から2019年９月30日までの第21期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、重点監査項目とし

て①コーポレートガバナンス体制の整備・構築状況②資金計画の確
認③内部監査部門との連携強化④経営陣とのコミュニケーション強
化⑤購入不動産の購入時、工事進捗状況の現地往査、収益物件の販
売状況の確認の５項目を掲げ、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の
方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人
等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施しました。

　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び会社の主要事業である不動産取
引において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社か
ら成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。

　③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本
方針については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、
その内容について検討を加えました。

　④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 28 －

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について
検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配
する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認
められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人アスカ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人アスカ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

2019年11月20日
株 式 会 社 ア ス コ ッ ト 　 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役
(社外監査役) 有 馬 正 樹 ㊞

社 外 監 査 役 吉 田 修 平 ㊞

社 外 監 査 役 奥 村 　 滋 ㊞

以　上

－ 29 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類
第１号議案　取締役６名選任の件
　取締役全員（６名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。つ
きましては、取締役６名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番号

ふ　り　が　な
氏　　　名

（生年月日）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

１
はま

濱
さき

﨑
たく

拓
み

実
(1968年３月３日)

1992年４月 ㈱川崎製鉄入社

56,000株

1998年８月 ㈱ﾛﾌｱﾝﾄﾞｴｲ建築設計事務所入所
2000年４月 当社入社企画部長
2006年12月 当社取締役企画部長
2007年６月 当社取締役執行役員企画部長
2009年１月 当社取締役執行役員企画建設部管掌
2009年２月 ㈱ｱｽｺｯﾄｺﾐｭﾆﾃｨ(現㈱ｱｽｺｯﾄ･ｱｾｯﾄ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝ

ｸﾞ)代表取締役社長
2009年10月 当社取締役執行役員事業推進本部企画開

発部長
2011年11月 当社取締役執行役員企画開発部長
2012年７月 当社取締役執行役員企画開発部管掌
2014年12月 当社取締役企画開発部管掌
2017年12月 当社代表取締役社長(現任)
2018年１月 ㈱ｱｽｺｯﾄ･ｱｾｯﾄ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ取締役(現任)
2018年10月 ㈱ｼﾌﾄﾗｲﾌ取締役(現任)

２
とよ

豊
 

　
いずみ

泉
 

　
けん

謙
た

太
ろう

郎
(1974年12月27日)

1998年４月 ㈱さくら銀行(現㈱三井住友銀行)入行

－

2003年８月 ㈱ｸﾘｰﾄﾞ入社
2009年10月 ㈱ｸﾞﾘｰ入社
2010年２月 ㈱ﾌﾚｲ･ﾄﾗｽﾄ入社
2013年９月 当社入社経営管理部長
2016年12月 当社取締役経営管理部長(現任)
2016年12月 ㈱ｱｽｺｯﾄ･ｱｾｯﾄ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ取締役(現任)
2018年10月 ㈱ｼﾌﾄﾗｲﾌ取締役(現任)

３
なか

中
ばやし

林
 

　
たけし

毅
(1960年１月26日)

1982年４月 ㈱日本開発銀行(現㈱日本政策投資銀行)
入行

－

2000年６月 ㈱ｱｲﾃｨｰﾌｧｰﾑ入社
2001年６月 同社取締役
2010年６月 同社執行役員
2015年11月 平安ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱代表取締役(現任)
2016年12月 当社社外取締役
2017年４月 当社取締役(現任)
2018年１月 ㈱ｱｽｺｯﾄ･ｱｾｯﾄ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ取締役(現任)

－ 30 －

取締役６名選任の件
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候補者
番 号

ふ　り　が　な
氏　　　名

（生年月日）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

４
ら

羅
 

　
い

怡
ぶん

文
(1963年４月29日)

1992年４月 中文書店開店

－

1995年10月 中文産業㈱創立代表取締役
2006年５月 上海新天地㈱(現日本観光免税㈱)設立代

表取締役
2009年８月 ﾗｵｯｸｽ㈱代表取締役(現任)
2017年４月 当社社外取締役(現任)

５
た

田
むら

村
たつ

達
ひろ

裕
(1976年４月20日)

2001年４月 野村證券㈱入社

－

2007年５月 ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ日本証券㈱入社
2012年３月 ﾎﾟﾗﾘｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ㈱入社
2016年１月 ㈱ﾛｺﾝﾄﾞ入社
2016年６月 同社取締役
2017年８月 平安ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱入社(現任)
2017年12月 当社取締役(現任)

６
いの

井
 

　
うえ

上
 

　
ひろ

裕
の

之
しん

進
(1984年10月13日)

2011年４月 ＳＭＢＣ日興証券㈱入社
－2016年５月 平安ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱入社(現任)

2017年12月 当社取締役(現任)
（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はございません。なお、

中林毅氏が代表取締役を務めている平安ジャパン・インベストメント
㈱は、2019年９月30日現在、当社の議決権の59.87％を保有している
中国平安グループ傘下の日本法人であります。

２．取締役候補者羅怡文氏は、社外取締役候補者であります。
３．羅怡文氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏の複数の会社経営を

通じた企業経営・事業戦略に関する豊富な知識と経験及び国内外にお
ける幅広いネットワークを当社の経営体制の強化及び持続的な企業価
値の向上に活かしていただくためであります。また、同氏は㈱東京証
券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の再任
が承認された場合には、当社は同氏を独立役員として同取引所に届け
出る予定であります。なお、社外取締役としての在任期間は、本総会
終結の時をもって２年８ヶ月となります。

４．当社は、中林毅氏、羅怡文氏、田村達裕氏及び井上裕之進氏との間で
会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠
償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責
任の限度額は、金１百万円又は会社法第425条第１項に定める最低責
任限度額のいずれか高い額としております。なお、各氏の再任が承認
された場合は、当該契約を継続する予定であります。
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第２号議案　監査役４名選任の件
　監査役全員（３名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。つ
きましては、監査役４名の選任をお願いするものであります。
また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。
候 補 者
番 号

ふ　り　が　な
氏　　　名

（生年月日）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

１
あり

有
ま

馬
まさ

正
き

樹
(1940年11月４日)

1959年３月 ㈱長谷川工務店(現㈱長谷工ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ)入
社

32,000株

1980年８月 同社取締役建築本部長
1987年６月 同社取締役東関東支店長
1988年７月 ㈱長谷工ｺﾐｭﾆﾃｨ常務取締役
1993年４月 同社専務取締役
1999年６月 同社代表取締役社長
2001年６月 同社顧問
2004年９月 ㈱ｱｽｺｯﾄｺﾐｭﾆﾃｨ(現㈱ｱｽｺｯﾄ･ｱｾｯﾄ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝ

ｸﾞ)監査役(現任)
2005年８月 当社社外監査役(現任)

２
よし

吉
だ

田
しゅう

修
へい

平
(1952年６月19日)

1982年４月 弁護士登録　第一東京弁護士会入会

－

1986年４月 吉田修平法律事務所代表弁護士(現任)
1994年４月 東京家庭裁判所調停委員
2007年12月 政策研究大学院大学客員教授(現任)
2008年２月 ﾋﾞｼﾞﾈｽ会計人ｸﾗﾌﾞ㈱監査役(現任)
2009年９月 ㈱ｴﾑ･ｴｲﾁ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ社外監査役(現任)
2010年５月 特定非営利活動法人首都圏定期借地借家

権推進機構副理事長(現任)
2013年１月 野村不動産ﾏｽﾀｰﾌｧﾝﾄﾞ投資法人監督役員
2013年４月 一般財団法人高齢者住宅財団評議員(現

任)
2013年９月 一般財団法人日本相続学界副会長(現任)
2014年５月 公益社団法人日本不動産学会理事(現任)
2014年12月 当社社外監査役(現任)
2015年６月 日成ﾋﾞﾙﾄﾞ工業㈱社外取締役
2015年10月 ㈱ｱﾙﾃﾞﾌﾟﾛ社外取締役
2017年６月 野村不動産ﾏｽﾀｰﾌｧﾝﾄﾞ投資法人執行役員

(現任)
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候 補 者
番 号

ふ　り　が　な
氏　　　名

（生年月日）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

３

※
やなぎ

栁
た

田
 

　
さとし

聡
(1957年10月20日)

1981年４月 野村不動産㈱入社

－

2004年４月 同社総務部長
2012年４月 野村ﾘﾋﾞﾝｸﾞｻﾎﾟｰﾄ㈱取締役
2014年４月 野村不動産ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱監査役
2015年４月 野村不動産ﾘﾌｫｰﾑ㈱常務取締役
2017年４月 NREG東芝不動産㈱監査役
2017年４月 NREG東芝不動産ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ㈱監査役
2018年10月 ㈱ﾍﾞﾙﾃｯｸｽ監査役(現任)

４

※
なが

長
お

尾
 

　
けん

謙
た

太
(1958年12月25日)

1986年10月 中央青山監査法人（現 監査法人中央会計
事務所）入所

－

1990年８月 公認会計士登録
1996年２月 長尾公認会計士事務所開設
1997年７月 税理士登録
2002年６月 ㈱ｵｰﾋﾞｯｸ社外監査役（現任）
2004年12月 ㈱ﾗﾝﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ社外監査役（現任）
2011年８月 税理士法人ｸﾞﾛｰｲﾝｸﾞ代表社員（現任）

（注）１．※印は新任の社外監査役候補であります。
２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はございません。
３．社外監査役候補者に関する特記事項

（1）有馬正樹、吉田修平、栁田聡、長尾謙太の４氏は、社外監査役候補者であり
ます。

（2）有馬正樹氏を社外監査役候補者とした理由は、大手建設会社経営者としての
専門的見識や長年の豊富な経営経験により、当社社外監査役として経営の監
視や適切な助言をいただけるものとして選任をお願いするものであります。
なお、当社での監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって14年４
ヶ月となります。また、現在当社の子会社である㈱アスコット・アセット・
コンサルティングの社外監査役であります。

（3）吉田修平氏を社外監査役候補者とした理由は、弁護士としての専門的見識や
長年の豊富な経験により、当社社外監査役として経営の監視や適切な助言を
いただけるものとして選任をお願いするものであります。なお、当社での監
査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって５年となります。

（4）栁田聡氏を社外監査役候補者とした理由は、大手不動産会社役員としての豊
富な経験及びコーポレートガバナンス分野における専門的見識並びに数社
の社外監査役としての豊富な知識と経験を有し、当社社外監査役として経営
の監視や適切な助言をいただけるものとして選任をお願いするものであり
ます。

（5）長尾謙太氏を社外監査役候補者とした理由は、公認会計士及び税理士として
の専門的見識並びに数社の社外監査役としての豊富な知識と経験を有し、当
社社外監査役として経営の監視や適切な助言をいただけるものとして選任
をお願いするものであります

（6）当社は、監査役との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、金１百万円又は法
令が規定する額のいずれか高い額を損害賠償責任の限度額としております。
なお、各氏の再任及び選任が承認された場合は、当該契約を継続、締結する
予定であります。

以　上
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第21期定時株主総会会場ご案内図

会場…東京都港区北青山二丁目８番44号
ＴＥＰＩＡ４階　ＴＥＰＩＡホール

国立競技場駅

東京体育館 国立
競技場

明治記念館

明治公園明治公園
神宮外苑

日本
青年館
日本
青年館

神宮球場

秩父宮
ラグビー場

外
苑
西
通
り

外
苑
東
通
り 青

山
一
丁
目
駅

外苑前

0m 700m千駄ヶ谷駅 JR中央線
信濃町駅

都営大江戸線都営大江戸線

銀座
線

銀座
線

ＴＥＰＩＡ

外苑前駅
3
2

1a
1b

3
2

1

1a
1b

246

最寄り駅…東京メトロ銀座線「外苑前駅」３番出口より徒歩約４分

※ご注意
駐車場の準備はいたしておりませんので、車でのお越しはご遠慮
くださいますようお願い申しあげます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




